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幼保連携型認定こども園の認可等の審議について 

 

 

１ 概要 

○「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（以下、「認定こ

ども園法」という。）の改正に伴い、幼保連携型認定こども園の認可等をするにあたっては、

条例に基づく審議会で審議を行う必要がある。 

○審議を島根県子ども・子育て支援推進会議（以下、「推進会議」という。）で行うことができる

よう、平成２６年９月議会において、島根県子ども・子育て支援推進会議条例の一部改正を行

った。 

【推進会議で審議を行う理由】 

・幼保連携型認定こども園は学校と児童福祉施設の両方の位置付けがあることから、

教育・保育双方の視点からの審議が必要 

・幼保連携型認定こども園の認可は、推進会議で定める需要と供給に基づき認可を

行うため、これまでの議論を踏まえた審議が可能 

・上記のことより、質の高い学校教育・保育の総合的な提供を図ることを目的に成

立した子ども・子育て支援法に基づき設置している推進会議で審議することが適

当である。 

 

 

２ 今後の審議方法（案） 

○子ども・子育て支援推進会議に、幼保連携型認定こども園の認可等の審議を行う部会を設置し、

審議を行う。 

※部会委員及び専門委員は島根県子ども・子育て支援推進会議条例第７条第２項の規定に基づき会長

が指名 
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≪参考≫ 

①改正認定こども園法（抜粋） 

（設置等の認可） 

第 17 条 国及び地方公共団体以外の者は、幼保連携型認定こども園を設置しようとするとき、又は

その設置した幼保連携型認定こども園の廃止等を行おうとするときは、都道府県知事の認可を受け

なければならない。 

2 〔略〕 

3 都道府県知事は、第 1項の認可をしようとするときは、あらかじめ第 25条に規定する審議会その

他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

（事業停止命令） 

第 21条 〔略〕 

2 都道府県知事は、前項の規定により事業の停止又は施設の閉鎖を命令しようとするときは、あら

かじめ、第 25条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

（認可の取消し） 

第 22条 〔略〕 

2 都道府県知事は、前項の規定による認可の取消しをしようとするときは、あらかじめ、第 25条に

規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

（都道府県における合議制の機関） 

第 25条 第 17条第 3項、第 21条第 2項及び第 22条第 2項の規定によりその権限に属さられた事項

を調査審議するため、都道府県に、条例で幼保連携型認定こども園に関する審議会その他の合議制

の機関を置くものとする。 

 

 

②島根県子ども・子育て支援推進会議条例新旧対照表 
 

改 正 後 改 正 前 

島根県子ども・子育て支援推進会議条例 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律

第 65号）第 77条第４項及び就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供に関する法

律（平成 18 年法律第 77 号）第 25 条の規定に

基づく審議会その他の合議制の機関として、島

根県子ども・子育て支援推進会議（以下、推進

会議という。）を置く。 

 

 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律

第 65号）第 77条第４項           

                      

               の規定に基

づく審議会その他の合議制の機関として、島根

県子ども・子育て支援推進会議（以下、推進会

議という。）を置く。 
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島根県子ども・子育て支援推進会議条例 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第77条第4項及び就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供に関する法律（平成18年法律第77号）第25条の規定

に基づく審議会その他の合議制の機関として、島根県子ども・子育て支援推進会議（以

下「推進会議」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 推進会議は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、子ども・子育て支援法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関し十

分な知識又は経験を有する者その他知事が必要と認める者のうちから、知事が任命する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長） 

第４条 推進会議に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 推進会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

 （専門委員） 

第６条 推進会議に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くこ

とができる。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し十分な知識又は経験を有する者のうちから、知事

が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 （部会） 

第７条 推進会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 
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６ 推進会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって推進会議の議決とするこ

とができる。 

 （庶務） 

第８条 推進会議の庶務は、健康福祉部において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が推進

会議に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第66号）の施行の日の前日までの間

においては、この条例による改正後の島根県子ども・子育て支援推進会議条例第１条中

「第77条第4項及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成18年法律第77号）第25条の規定に基づく審議会その他の合議制の機関」とあ

るのは、「第77条第4項の規定に基づく審議会その他の合議制の機関として、及び就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法

律（平成24年法律第66号）附則第9条の規定に基づき、同法の規定による改正後の就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77

号）第25条に規定する事項を調査審議するための審議会その他の合議制の機関」とする。 
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幼保連携型認定こども園認可等審議部会運営規則（案） 

 

（目的） 

第１条 幼保連携型認定こども園の認可等について必要な事項を審議することを目的として、幼保

連携型認定こども園認可等審議部会（以下、「部会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 部会は、次の事項を所掌する。 

一 幼保連携型認定こども園の設置又は廃止に伴う認可に関する事項 

二 幼保連携型認定こども園の事業の停止又は施設の閉鎖の命令に関する事項 

三 幼保連携型認定こども園の認可の取消しに関する事項 

（部会） 

第３条 部会は、部会長が招集する。 

２ 部会長は、部会を招集しようとするときは、あらかじめ、日時、場所及び議題を委員に通知す

るものとする。 

３ 部会長は部会の議長として議事を整理する。 

４ 部会は部会に属する委員及び専門委員（以下、「委員」という。）の過半数が出席しなければ、

これを開くことはできない。 

５ 部会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、部会長の決するところによ

る。 

（会議の公開等） 

第４条 部会は公開とする。ただし、部会長は、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい

支障を及ぼすおそれがあると認められるときその他正当な理由があると認めるときは、部会を非

公開とすることができる。 

２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をとること

ができる。 

（議事録） 

第５条 議事録における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとする。 

一 部会の日時及び場所 

二 出席した委員の氏名 

三 議事となった事項 

２ 議事録及び配布資料は公開とする。ただし、部会長は、公開することにより公平かつ中立な審

議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、議

事録及び配布資料の全部又は一部を非公開とすることができる。 

３ 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、部会長は、非公開とした部

分について議事要旨を作成し、これを公開するものとする。 

 

（附則） 

この規則は、平成２６年  月  日から施行する。 

 


